
平成２８年１月２７日 

法務省入国管理 局 

 

「クールジャパンに関わる外国人材の受入促進について」に係る国家戦

略特区ワーキンググループからの指摘・確認事項について（回答） 

 

 標記について，下記のとおり回答します。 

記 

１．クールジャパン外国人材の国内就労に対するニーズ 

 ワーキンググループからの指摘・確認事項を受けて，改めて各分野の業所

管庁に対してニーズに係る調査を依頼したところ， 

・ ニーズはないことを確認している。 

・ 労働力としての受入れ需要はあるが，クールジャパン促進の観点から

のニーズはない。 

・ 既にニーズに応じた施策を講じ，対応済みである。 

等の回答を得たところであり，いずれの省庁からも，御指摘の「クールジャ

パンに関わる外国人材の就労拡大に関するスキーム」を新たに設けて外国人

を受け入れる意向は示されなかった。 

このように業所管庁が判断している中で，新たなスキームを当省からお示

しすることは困難である。 

なお，業所管庁がニーズと効果があると判断することは，政府全体での外

国人受入れの検討の出発点であり，業所管庁の判断を踏まえてその妥当性を

検証するとともに，日本人労働者の雇用，産業構造に与える影響等を勘案し

た上で受入れの適否及び具体的な仕組みを検討する必要がある。 

 

２．法務省作成のガイドライン案について 

（１）指摘・確認事項２（１）及び３について 

   御指摘を踏まえて，別添ガイドライン案のとおり修正を行った。 

  

（２）指摘事項２（２）について 

 申請人が従事するとして申請される業務の内容は多岐にわたるところ，在

留資格該当性の判断においては個々の事案ごとに業務の内容を確認する必

要があり，業種・職種のみをもって許否を判断することは困難である。なお，

事業者の規模や立地等を審査において考慮することもあるが，これは，例え

ば申請人が安定的・継続的に従事できるだけの業務量があるかを判断する必

要がある等の事情によるものであり，恣意的に運用しているものではない。 



また，ファッション分野においては，必ずしも「国際業務」に該当するも

のではなく，ガイドライン案許可事例（４）～（６）のとおり，「人文知識」

に該当する場合が多い。 

以上 



「クールジャパン」に関わる分野において就労しようとする留学生に係る在

留資格の明確化等について（案） 

平成２７８年  月 

法務省入国管理局 

 

 日本の魅力を世界へ発信するクールジャパン戦略が推進され，日本のコンテ

ンツ等に対する外国からの関心が高まっていることを受け，アニメ，和食，デ

ザイン，ファッションなどを学びに来た留学生が，引き続き本邦で働くことを

希望する場合において，在留資格の決定に係る運用の明確化及び透明性の向上

を図り，申請者の予見可能性を高める観点から，在留資格の該当性に係る考え

方及び許可・不許可に係る具体的な事例を以下のとおり公表します。 

 

１ 在留資格に該当する活動 

  外国人が日本の大学又は専門学校においてアニメ，デザイン又はファッシ

ョンに関連する科目を履修して卒業し（専門学校卒業者については，「専門士」

又は「高度専門士」の称号を付与された者に限る。），これらの知識を用いて

日本の企業に就職を希望する場合，一般的には，出入国管理及び難民認定法

（昭和２６年政令第３１９号。以下「入管法」という。）別表第一の二の表の

在留資格「技術・人文知識・国際業務」への該当性を審査することになりま

す。 

当該在留資格に該当する活動内容は，「本邦の公私の機関との契約に基づい

て行う理学，工学その他の自然科学の分野若しくは法律学，経済学，社会学そ

の他の人文科学の分野に属する技術若しくは知識を要する業務」と規定されて

います。下記２に具体的な事例を挙げていますが，前提として，学術上の素養

を背景とする一定水準以上の専門的技術又は知識を必要とする活動であって，

単に経験を積んだことにより有している技術・知識では足りず，学問的・体系

的な技術・知識を要するものでなければなりません。 

  なお，日本で従事しようとする活動が，入管法に規定される在留資格に該

当するものであるか否かは，在留期間中の活動を全体として捉えて判断する

こととなります。したがって，上記の活動に該当しない業務に一時的に従事

する場合であっても，それが企業における研修の一環であって，在留期間の

大半を占めるようなものではないような場合は，在留資格の変更が許可され

るケースがあります（下記２の許可事例（３），（６）及び（１０）（７）参照）。

このようなケースに該当する場合は，当該企業に雇用される社員（日本人社

員を含む。）の入社後のキャリアステップ及び各段階における具体的職務内容

等に係る資料の提出をお願いする場合があります。  



（注１）日本料理の調理師としての就労を希望する方で，農林水産省が実施す

る「日本料理海外普及人材育成事業」の対象となる場合は，在留資格「特

定活動」による就労が認められます。 

参考ＵＲＬ：http://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/ikusei/ 

（注２）在留資格を変更する場合の一般的な考え方については，「在留資格の変

更，在留期間の更新許可のガイドライン」を，また，在留資格「留学」

から「技術・人文知識・国際業務」へ在留資格を変更する場合の一般的

な考え方については，「留学生の在留資格「技術・人文知識・国際業務」

への変更許可のガイドライン」を御参照ください。 

参考ＵＲＬ：

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00058.html 

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00091.html 

 

２．具体的な事例 

○許可事例 

＜アニメーション分野＞ 

（１） 本邦の専門学校においてマンガ・アニメーション科を卒業し，専門士

の称号を付与された外国人が，コンピュータ関連サービスを業務とする

会社においてキャラクターデザイン等のゲーム開発業務に従事するもの。 

（２） 本邦の専門学校においてマンガ・アニメーション科を卒業し，専門士

の称号を付与された外国人が，アニメ制作会社において，絵コンテ等の

構成や原画の作成といった主体的な創作活動に従事するもの。 

（３） 本邦の専門学校においてマンガ・アニメーション科を卒業し，専門士

の称号を付与された外国人が，アニメ制作会社において，入社当初の６

月程度背景の色付け等を指導を受けながら行いつつ，その後は絵コンテ

等の構成や原画の作成といった主体的な創作活動に従事するもの。 

＜ファッション・デザイン分野＞ 

（４３） 本邦の専門学校においてデザイン科を卒業し，専門士の称号を付与

された外国人が，服飾業を営む会社においてデザイナーとして創作業務

に従事するもの。 

（５４） 本邦の専門学校においてデザイン科を卒業し，専門士の称号を付与

された外国人が，服飾メーカーにおいてファッションコーディネーター

として商品の企画販促や商品ディスプレイの考案等に従事するもの。 

（６） 本邦の専門学校においてデザイン科を卒業し，専門士の称号を付与さ

れた外国人が，服飾メーカーの海外広報業務を行う人材として採用され

た後，国内の複数の実店舗で３か月間販売・接客に係る実地研修を行い，

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/ikusei/
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00058.html
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri07_00091.html


その後本社で海外広報業務に従事するもの。 

＜美容分野＞ 

（７５） 本邦の専門学校において美容に関する専門課程を卒業し，専門士の

称号を付与された外国人が，海外展開を予定する化粧品会社における海

外進出準備のための企画・マネジメント業務に従事するもの。 

 

（８６） 本邦の専門学校において美容に関する専門課程を卒業し，専門士の

称号を付与された外国人が，ヘアーウィッグやヘアーエクステンション

等の商品開発及び営業販売の業務に従事するもの。 

＜和食分野＞ 

（９７） 本邦の専門学校において栄養管理学等に係る課程を卒業し，専門士

の称号を取得した外国人が，食品会社の研究開発業務に従事するもの。 

（１０８） 本邦の専門学校において経営学に係る学科を卒業し，専門士の称

号を付与された外国人が，飲食店チェーンの海外展開業務を行う人材と

して採用された後，本社における２か月の座学を中心とした研修及び国

内の実店舗での３か月の販売・接客に係る実地研修を行い，その後本社

で海外展開業務に従事するもの。 

（１１） 本邦の専門学校において調理師科を卒業し，専門士の称号を付与さ

れた外国人が，農林水産省が実施する「日本料理海外普及人材育成事業」

の対象となって，２年間調理に関する技能を要する日本料理の調理に係

る業務に従事するもの。 

 

 

○不許可事例 

＜アニメーション分野＞ 

（１） 本邦の専門学校においてマンガ・アニメーション科を卒業し，専門士

の称号を付与された外国人が，アニメ制作会社において，主体的な創作

活動を伴わない背景画の色付け作業等の補助業務にのみ従事するもの。 

＜ファッション・デザイン分野＞ 

（２） 本邦の専門学校においてデザイン科を卒業し，専門士の称号を付与さ

れた外国人が，服飾業を営む会社において，主体的な創作活動を伴わな

い裁断・縫製等の制作過程に従事するもの。 

（３） 本邦の専門学校においてデザイン科を卒業し，専門士の称号を付与さ

れた外国人が，服飾業を営む会社の店舗において専ら接客・販売業務に

従事するもの。 

（６４） 本邦の専門学校において主に経理を学んで卒業し，専門士の称号を



付与された外国人が，衣料品販売店において専ら販売業務に従事するも

の。 

 

＜美容分野＞ 

（５４） 本邦の専門学校において美容学科を卒業し，専門士の称号を付与さ

れた外国人が，美容師やネイリストとして業務に従事するもの。 

（６） 本邦の専門学校において美容学科を卒業し，専門士の称号を付与され

た外国人が，海外展開を予定する化粧品会社に雇用され，同社の海外進

出準備のための企画・マネジメント業務を行うため１年間の座学及び実

地研修を行うとして申請があったが，実際には，同社で同じ業務に就く

日本人は４か月で実地研修が終わるのに対し，当該外国人については店

舗を替えながら実地研修をするという名目で１年間に渡って販売・接客

業務をさせる計画であったことが，審査の過程で明らかになったもの。 

＜和食分野＞ 

（５） 本邦の専門学校において調理師科を卒業し，専門士の称号を付与され

た外国人が，調理師として業務に従事するもの（農林水産省が実施する

「日本料理海外普及人材育成事業」の対象となる場合は，在留資格「特

定活動」により就労が認められる。）。 

（６） 本邦の専門学校において主に経理を学んで卒業し，専門士の称号を付

与された外国人が，衣料品販売店において専ら販売業務に従事するもの。 

（７７） 本邦の専門学校において経営学に係る学科を卒業し，専門士の称号

を付与された外国人が，飲食店チェーンにおいて雇用され，同社の３年

間の滞在予定で海外展開業務を行うため１年間の実地研修を行うとして

申請があったが，実際には，同社で同じ業務に就く日本人は２か月で実

地研修が終わるのに対し，当該外国人については店舗を替えながら実地

研修をするという名目で１年間に渡って販売・接客業務をさせる計画で

あったことが，入社後２年間は実地研修の名目で店舗での調理・接客業

務に従事させる計画であったことが審査の過程で明らかになったもの。 
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